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1.はじめに 
1.1.経営戦略策定 目的 
本市 公共下水道事業  生活排水 処理   都市 健全 発達及 公衆衛生 向上 寄与      

公共用水域の水質保全に資することを目的とし、昭和 49 年 下水道事業認可 取得  昭和 56 年 11 月の供

用開始以降 下水道施設整備 行 下水道 普及 努      

公共下水道事業  市民生活     社会経済 基本的役割 果         欠            

   人口減少等 伴 使用料収入 減少 処理場施設及 管路   施設全般 老朽化   更新投資 増

加など、公共下水道事業を取り巻く経営環境は厳しさを増しています。 

こうした状況の中、平成 26 年 8 月総務省通知 公営企業 経営 当    留意事項          将来

    安定的 事業 継続       各公営企業 実情 対応  中長期的 視野 立  経営 基本計画

   経営戦略 策定     基  経営基盤（財務、組織、人材等）の強化を図ることが必要であることが示さ

れました。 

本市        通知 基   中長期的 視点  現状等 踏   上  計画性 透明性 高 公営企

業 経営方針 基本   経営計画 必要    考  上山市下水道事業経営戦略  策定    

1.2.計画期間 
中長期的 視点  経営基盤 強化等 取 組            投資 財政計画  期間 10 年以上 

基本        令和３年度  令和 12 年度   10 年間     

1.3.計画的  合理的 経営 推進
公共下水道事業 求    役割 果   事業 将来    安定的 必要 住民     提供 維持  

   経営戦略 策定      下記    視点 留意  立案  当該戦略 基  合理的 経営 推進  

す。 

① 住民 人口 年齢構成 集落 構成 配置   他事業   利用者 状況 企業 立地等 地域全体

 現状 分析  課題 正確 把握  上  中長期的 将来見通  踏   上 策定    

② 公共下水道事業    処理場施設 管路施設 状況 踏    投資試算   企業債 使用料収入 

   財源試算  行  両者      見    調整 図  上 実現可能 戦略 策定    

③ 公営企業 料金収入    経営 行 独立採算制 基本原則          料金（経費）回収率

の向上、一般会計等からの負担金 適正化 資金不足比率 改善等 務    戦略 策定    
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2.基本方針 
厳  経営環境 中 安定的 住民     提供 将来    維持         事業環境 変化 的

確 対応  下水道施設 維持管理 更新 行      経営 効率化 健全化 図    必要    下記 

3 つの基本方針に基づき事業経営に取り組みます。 

①計画的  実現可能 事業執行
これまでの市街地の整備に係る建設投資に伴う公債費（地方債元利償還金） 負担 加  事業計画 基

  周辺集落 汚水管路整備 雨水施設整備 係 各種新設事業及  山形県生活排水処理施設整備基本

構想」に基づき、農業集落排水処理区域 一部を将来、公共下水道へ接続する構想があり、今後、それらの建

設投資が予想されます。 

また、処理場 上山市浄水    （以下 浄水         ） 下水道供用開始当初 建設  管路

  三十数年 経過 老朽化 進               計画 基   施設 計画的 改築 更新 実施

    必要        改築 更新事業 関   建設投資 必要   

    上記 建設投資 加  浄水     管路施設   各下水道施設 対  維持管理費 負担  

ければならないため、財政的に厳しい経営を強いられます。 

そのような状況の中、限られた財源で適正 事業計画 財政計画 元 経営 行っていきます。 

②効率的 事業執行
業務 効率化    削減 積極的 取 組    浄水     施設運営 採用    指定管理者制度

   施設 運転管理   民間技術力 活用 図     職員教育 徹底   業務 効率化 図    

③収入の確保と負担の適正化
財政基盤 強化    収入 確保 一般会計  負担区分 適正化 図       計画的 将来 更

新投資 実施  持続可能 事業運営 行     国   交付金等 支援 可能 限 得      努  

財源 確保 行    
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3.現状 将来見通 
3.1.事業の概要 
本市の公共下水道処理区域は、単独公共下水道事業の上山処理区と流域関連公共下水道事業の久保手

処理分区         

下水道事業は、単独公共下水道事業が、昭和 50 年 3 月に事業に着手し、昭和 56 年 11 月に供用開始をし

ております。 

   流域関連公共下水道事業  平成 14 年 3 月に事業着手し、平成 25 年 6 月        処理分区

 全  供用開始          後       処理分区周辺 土地利用 変更   伴        処理

分区については、平成 29 年度 流域関連公共下水道処理区域  単独公共下水道処理区域  変更 行 事

業計画 立案    計画 基  平成 31 年 1月に単独公共下水道への接続変更 完了      

現在 流域関連公共下水道事業  久保手処理分区 整備 進       

（下水道事業の概要一覧表）     令和元年度 

項 目 概    要

処理区 上山処理区 久保手処理分区 全体 

事業着手 昭和 50 年 3月 平成 14 年 3月 - 

供用開始 昭和 56 年 11 月 平成 21 年 4月 - 

行政人口 29,846 人 

処理区域内人口 22,152 人 92 人 22,244 人 

人口普及率 74.5％ 

水洗化人口 20,460 人 30 人 20,490 人 

水洗化率 92.4％ 32.6％ 92.1％ 

事業計画面積 895.8ha 10.0ha 905.8ha 

供用開始面積 773.2ha 3.6ha 776.8ha 

整備率 86.3％ 36.2％ 85.8％ 

汚水管路延長 153.1km 1.5km 154.6km 

浄水センターは、建設当初の第 1 期工事完成 供用開始 行    後 処理区域 拡大   将来 流入量

 増加 対応     水処理施設    第 2 期工事 行  現在 規模         

浄水     運転管理      供用開始当初  業務委託 一部直営 実施        将来 市技

術職員 減少 見込      民間 技術力 効果的 活用      平成 23年度  指定管理者制度  

る 施設全般 管理運営 民間業者 実施  います。 

           場  令和 2 年 3 月末現在、19 箇所 設置          施設     指定管理

者 運転管理 保守点検等 行  います。 
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（上山市浄水センター概要一覧表） 
項 目 概  要 備考

所在地 上山市弁天一丁目12-1 

敷地面積 6.11ha  

処理方式 標準活性汚泥法 

排除方式 分流式  

日平均計画下水量 11,400m3/日 事業計画 

日最大計画下水量 13,100m3/日 事業計画 

時間最大計画下水量 19,100m3/日 事業計画 

放流水質 BOD 15mg/㍑ 事業計画 

SS 30mg/㍑ 事業計画 

放流先 一級河川最上川水系須川  

3.2.汚水処理施設の状況 
汚水処理施設の令和元年度    状況は、下記のとおりです。 

供用開始年月日 昭和 56年 11月 10 日 

行政人口 29,846 人 

処理区域内人口 22,244 人 

下水道管布設延長 154.6 ㎞ 

計画処理能力 12,500  /日 

年間総処理水量 3,468,530  

年間有収水量 2,624,339  

人口普及率 74.5％ 

水洗化率 92.1％ 

有収率 75.7％ 
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3.3.料金体系 
本市の下水道使用料 料金体系  平成 18 年１月使用分  下表のとおりです。 

（下水道使用料金体系） 

基本排除 

汚水量 
基本料金 超過排除汚水量 

超過料金 

（１  当たり） 

10  まで 1,600 円 

11 20   170円 

21 30   180円 

31 50   195円 

51 100   205 円 

101  以上 215 円 

温泉廃湯 － 50 円 

温泉公衆浴場廃湯 － 35 円 

※上記金額 消費税等 加算     
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3.4.組織体系 
本市下水道事業は、上下水道課 15 名のうち下水道業務係及び下水道経営係を合わせて６名（令和２年度）

にて行  います。課長１名 他 職員５名のうち、３名は損益勘定所属職員として、残り２名は資本勘定所属職

員として配置されています。 

（上下水道課業務内容一覧表） 
課名 係名 所掌事務 

上下水道課 下水道業務係 ・生活排水基本計画に関すること。 
・下水道事業計画に関すること。 
・交付金 関  事務 関     
・下水道施設整備に関すること。 
・下水道施設 維持管理及 更新 関     
・農業集落排水事業 計画 関     
・農業集落排水処理施設 維持管理及 更新 関     
・その他下水道事業に関すること。 

下水道経営係 ・下水道使用料及 受益者負担金 関     
・農業集落排水処理施設使用料及 分担金 関     
・浄化槽事業に関すること。 
・浄化槽 維持管理 関     
・浄化槽使用料 関     
・予算、決算及び決算統計に関すること。 
・下水道等の普及促進に関すること。 
・下水道事業債に関すること。 
・下水道工事指定店に関すること。 

（出典：上山市役所事務分掌規則より引用の上編集） 
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3.5.人口 
令和元年度末の水洗化人口は 20,490 人です。下水道使用料 負担  水洗化人口は 行政区域内人口 

年々減少傾向  ることから、同様の減少傾向にあるものと推計しています。 

（水洗化人口の実績値及び推計値） 

（単位：人 戸）

実績 推計 

H30 R1 R2 R3 R4 R5 R6 R7

行政人口 30,289 29,846 29,230 28,756 28,290 27,832 27,381 26,867

水洗化人

口
20,599 20,490 20,252 20,090 19,955 19,824 19,679 19,510
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3.6.需要 
①下水道普及状況 水洗化率

令和元年度末 人口普及率（※１） 74.5％です。 

人口普及率     令和元年度末 全国平均（79.7％）及び県平均（77.6％）のいずれにおいても低い

状況         原因    周辺集落 生活排水処理  農業集落排水処理 合併処理浄化槽   処

理形式             

水洗化率（※２）     処理区域内人口 22,244 人のうち、水洗化人口は 20,490 人  水洗化率 

92.1％       水洗化率     向上 向   下水道未接続世帯 対  広報活動   実施    

※１ 人口普及率   下水道の処理区域内人口（下水道を使えるようになった区域内における人口）を市の行政人口で割って算出した数字です。

※２ 水洗化率   水洗化人口（下水道の処理区域内人口   下水道に接続して下水道を使っている人口）を下水道の処理区域内人口 割 

て算出した数字です。

（人口普及率 水洗化率） 
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②有収水量 

令和元年度末 有収水量（※）は 2,624 千 です。有収水量    大部分 占  一般汚水 2,348 千

  人口減少 加  節水意識 高  や節水型の衛生器具の普及   給水量 減少       減少傾向 

なっています。そのため、将来 有収水量は直近過去４年間 1 人 1 日当たりの有収水量に前述の水洗化予測人

口を乗じて推計しています。水洗化人口の減少により、将来的に有収水量 2,300 千  切 見込       

す。 

※ 有収水量   終末処理場 処理  汚水    下水道使用料徴収 対象   水量    いいます。 

（有収水量の実績値及び推計値） 

（単位：千 ）

実績 推計 

H30 R1 R2 R3 R4 R5 R6 R7 

一般汚水 2,411 2,348 2,327 2,269 2,301 2,290 2,278 2,269 

温泉廃湯 202 206 206 205 205 204 203 203

公衆浴場廃湯 74 70 62 55 49 43 38 34
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3.7.経営の状況 
①下水道使用料 

令和元年度 下水道使用料収入は調定額で 504,411 千円   将来 料金収入 料金体系別 一般汚水、

温泉廃湯及び公衆浴場廃湯に分けて推計しています。一般汚水  超過料金 基本料金 分  超過料金 有

収水量 予測 現行 料金体系 乗  、基本料金 水洗化世帯 予測 現行 基本料金体系 乗  推計 

ています。温泉廃湯及び公衆浴場廃湯      有収水量 予測 現行 料金体系 乗  推計       

  令和３年度 下水道使用料収入 減少  新型        感染拡大 伴  給水量 減少       

  令和３年度 同様 影響    仮定 有収水量 減少   推計      

（下水道使用料収入の実績値及び推計値） 

※令和元年度   実績値 一般汚水 温泉廃湯及 公衆浴場廃湯 合計額 記載     。 

（単位：千円） 

実績 推計 

H30 R1 R2 R3 R4 R5 R6 R7 

一般汚水 501,236 490,525 496,069 483,127 492,553 491,044 489,301 487,088 

温泉廃湯 10,925 11,216 11,322 11,288 11,254 11,221 11,187 11,153
公衆浴場
廃湯 2,779 2,670 2,399 2,125 1,883 1,668 1,478 1,310

合計 514,940 504,411 509,790 496,540 505,690 503,933 501,966 499,551 
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②一般会計繰入（負担）金 

令和元年度 一般会計繰入金 235,000 千円です。公共下水道事業  市 一般会計   繰入金   

     繰入金   国 基準 基  市 負担   基準内繰入金    下水道事業経営安定    基

準外繰入金      将来の一般会計繰入（負担）金（※）の推計にあたっては、国の基準に基づき市が負担

   基準内繰入金を対象として、国の基準で定められている算定式に基づき推計しています。 

※ 令和２年度  公営企業法 適用し、科目 一般会計繰入金  一般会計負担金 変更  。

（一般会計繰入（負担）金 実績値及 推計値）

（単位：千円） 

実績 推計 

H30 R1 R2 R3 R4 R5 R6 R7 

基準内 184,000 232,898 256,155 275,563 236,939 240,233 242,845 259,388

基準外 0 2,102 9,000 27,333 65,000 48,000 34,000 31,000 
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③企業債残高の推移 

令和元年度 企業債残高は 6,088,459千円です。建設改良事業費 借入    企業債の残高は、令和２

年度 かみのやま温泉インターチェンジ産業団地に関する工事により増加しましたが、その後は返済終了     

年々減少  いく推計です。新規発行額      企業債 種類   国 基準 基  発行可能額 算定  

現行 借入条件（据置期間 利率等） 推計      

（企業債残高の推移） 

（単位：千円） 

実績 推計 

H30 R1 R2 R3 R4 R5 R6 R7 

企 業債

残高 
6,088,459 6,029,496 6,444,380 6,368,184 6,317,484 6,281,921 6,150,486 6,030,941
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3.8.経営分析 
本市   総務省 公営企業 見  化 推進 一環    経営指標   他団体  経営状況 示  経

営比較分析表の公表が求められていることを踏まえ、令和元年度決算 係 経営比較分析表 公表      

この経営分析比較表は経営及び施設の状況を表す経営指標を活用し、本市の経営比較や他の類似団体との比

較 複数 指標 組 合   分析 行  経営 現状及 課題 的確 把握         。 

①収益的収支比率 

収益的収支比率  使用料収入 一般会計   繰入金等 総収益  総費用 地方債償還金 加  費

用   程度賄      表 指標    収支 黒字      示 100％以上であることが目安となります。 

本市においては、100％を下回る水準で推移しており、単年度 収支 赤字      示       更  費

用削減を含めた経営改善に向けた取組みが必要と考えています。 
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②汚水処理原価 

汚水処理原価は、有収水量１     汚水処理 要  費用    汚水資本費 汚水維持管理費 両方 

含  汚水処理 係     表  指標です。当該数値 低   低   効率的 事業運営         

表します。 

本市においては、管路施設新設等工事     過  現在 企業債残高 減少傾向     が、未普及解

消事業 進           汚水処理原価 上昇しています。   令和元年度 低      理由 打切 

決算によるものです。 

③水洗化率 

水洗化率  現在処理区域内人口    実際 水洗便所 設置  汚水処理    人口 割合 表  指

標    公共用水域 水質保全  使用料収入 増加等 観点   100％となることが望ましいとされています。 
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⑤企業債残高対事業規模比率 

企業債残高対事業規模比率  使用料収入 対  企業債残高 割合    企業債残高 規模 表 指

標です。当該指標については、明確な数値基準はないとされており、経年比較 類似団体  比較等   自団体 

置     状況 把握 分析  適切 数値       検討が必要となります。 

本市においては、900％を超える水準で推移しており、他の類似団体の平均値よりも高い数値となっていることから、

使用料収入 対  企業債残高の規模が大きく 現在 使用料収入 水準   過大 企業債を抱えていると言え

ます。引続  接続率向上 取組    経営改善 努       

⑥経費回収率 

経費回収率  使用料 回収   経費    程度使用料 賄      表  指標  使用料収入   

だけ回収すべき経費が賄われているかを表します。本指標は 100％であれば、使用料 回収   すべての経費が賄

われていることを表すため、100％以上であることが望まれます。 

本市においては、100％を上回る水準で推移しています。引続き、経費節減、施設 効率的 運用に努めていき

ます。 
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⑦管渠改善率 

管渠改善率  当該年度 更新  管渠延長 割合 表  指標  管渠 更新    状況 把握すること

ができます。 

本市においては、供用開始から 37 年 経過  管路延長 約４割 30 年 経過   ます。その対策として、

平成 25 年度  長寿命化計画 基   各施設 計画的 改築 更新事業 実施  きました。今後は、ストック

      計画    計画的 改築 更新工事 実施  施設老朽化   事故 未然防止          

トの最少化を図る方向で、事業の展開をしていきます。 

3.9.組織 見通 
現在、上下水道課15 名のうち下水道業務係及び下水道経営係を合わせて５名で事業 行     。 

今後 業務 効率化 図    組織 見直  検討        令和２年度 地方公営企業法 適用  

より複雑となった事務作業に対応するため、内外研修等の積極的な活用により、下水道に精通した職員の育成、知

識 技術 継承 図     民間企業     等 活用       
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4.今後 投資計画 経営戦略
4.1.投資計画の基本方針 
（１）これまでの投資状況 

これまで浄水センターにおける投資状況は、建設当初の施設に加え、昭和 60 年度  昭和 62 年度   
て、第 2 期工事 行 現在 処理規模 施設    います。 
また、設備機器等の改築事業は、平成 9 年度 平成 16 年度 １８年度     主 汚泥処理施設関
係 改築更新 実施    通常点検結果   計画的 修繕 実施  各機器 延命 図       
しかし、供用開始から30年以上 経過  平成22年頃       実施    修繕   事後保全方
式   近 将来 大規模 故障 発生  水処理 一時的 停止  重大 事故 発生 懸念   状
況になってきたため、平成 23 年度 水処理施設 中心 長寿命化計画 立案  平成 26 年度  長寿命
化計画   後 長寿命化計画 含  幅広 計画              計画 立案  計画的 施設
 改築 更新工事 実施      
管路施設      建設当初  平成20年代前半   汚水処理区域拡大 伴 新設管路 投資 行
        当初建設   管路 経過年数 高    事 一部 管路 硫化水素発生     劣化 
認       浄水     同   長寿命化計画           計画 基  管路更生工事    
  改築工事 実施  将来  改築 更新 向  投資 平準化 図  います。 
    近年 気候変動     豪雨 台風      浸水被害 発生    現状 認      
そのような浸水被害を防止するための雨水排除施設の整備は、昭和 40 年代 早 時期  都市下水路事
業   整備 行    後 公共下水道事業   緊急性 高 箇所  道路改良事業   他事業関連
などでの整備を進めてきました。 
近年  内水被害 多発  箇所  雨水函路整備 雨水貯留施設整備及 排水   設置工事   
実施しています。 

（２）今後の投資計画基本方針 
【施設の広域化、集約化】 
 山形県排水処理施設整備基本構想    処理施設 広域化 集約化 構想      
本市        構想 該当  施設    農業集落排水処理施設 一部     公共下水道  
接続 構想    今後 農業集落排水処理施設 処理 継続  場合 公共下水道 の接続した場合の
経済比較   行    事業を進めていくことを基本方針とします。 

 処理場 改築 更新 
処理場の浄水センター  汚水処理  欠    重要 施設    適切 維持管理   運営 行  
          適切 管理 実施           施設 設備 改築 更新 行   使い続ける事は
不可能   
浄水センターすべての各種設備機器が、一定の時期に改築・更新 迎          機器更新    
事業費が増大し、市の財政を大きく圧迫するため、施設・設備毎のリスク評価などによる整備優先順位を設定し、
改築 更新費用 平準化    必要      
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このよ     評価 整備優先順位等 整理 計画                    計画      
計画では状態監視保全、時間計画保全及 事後保全    保全計画 整理  具体的 経済的 手法 
更新    計画 基   将来投資額 平準化 図    基本方針     

 管路施設 改築 更新 
管路施設      処理場 設備機器類   比較的長 耐用年数でありますが、これらの設備に関して
            計画 基   管路施設         場 点検 計画的 実施  実施方針 策
定していきます。 
  後 実施方針 基   緊急性 高 箇所  管路更生      蓋改築 各工事 実施  施設
の延命 図     処理場 同様  将来投資額 平準化 図    基本方針とします。 
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4.2.投資・財政計画（収支計画）の前提条件 
投資・財政計画（収支計画）を策定するにあたり、主要な計数の前提条件は下表のとおりです。 

項目 前提条件 

使用料収入  料金体系別 一般汚水、温泉廃湯及び公衆浴場廃湯に分けて推計しています。 

 一般汚水  超過料金 基本料金 分  超過料金 有収水量 予測 現行 料金

体系 乗   基本料金 水洗化世帯 予測 現行 基本料金体系 乗  推計 て

います。 

 温泉廃湯及 公衆浴場廃湯      有収水量 予測 現行 料金体系 乗  

推計しています。 

職員給与費 ・過去 平均値 物価上昇率 加味  試算 ています。 

建設改良費 ・ストックマネジメント計画よび事業計画による実施予定額より算出しています。 

一般会計負担金 ・国の基準に基づき、該当  制度   積算  試算 ています。 

経費 ・過去の平均値をベースとし、物価変動の影響を受ける項目と受けない項目に区分して試

算しています。 

支払利息 ・企業債償還計画 利息 新  発行  企業債の利息を足して試算しています。 

企業債償還金  現在 借入条件 基   ５年間 据置期間経過後 土木 建築工事 35年間  

機械・電気設備工事は 15年間 返済  と仮定して試算しています。 

4.3.投資・財政計画（収支計画） 
投資・財政計画（収支計画）の試算結果は、次頁のとおりです。 
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（単位：千円，％）
年      度 令和２年度

区 分 （予算）

１． (A) 608,459 606,769 612,312 608,749 605,269 600,253 595,863 593,162 589,670 587,036 582,302
(1) 509,790 496,540 505,690 503,933 501,966 499,551 496,979 495,648 494,091 493,445 490,462
(2) (B) 0
(3) 98,669 110,229 106,622 104,816 103,303 100,702 98,884 97,514 95,579 93,592 91,841
２． 406,541 440,230 412,279 405,179 404,450 423,666 420,567 422,416 423,038 422,819 415,384
(1) 120,909 146,576 144,385 132,242 122,283 138,345 131,743 131,655 133,550 134,740 130,520

120,909 146,576 144,385 132,242 122,283 138,345 131,743 131,655 133,550 134,740 130,520
0

(2) 285,630 293,652 267,893 272,935 282,165 285,318 288,822 290,759 289,486 288,077 284,862
(3) 2 2 2 2 2 2 2 2 2 2 2

(C) 1,015,000 1,047,000 1,024,592 1,013,928 1,009,719 1,023,919 1,016,430 1,015,578 1,012,709 1,009,856 997,686
１． 899,264 951,145 893,707 905,436 926,919 935,384 943,962 949,717 949,065 948,052 939,036
(1) 23,554 29,188 29,188 29,188 29,188 29,188 29,188 29,188 29,188 29,188 29,188

16,445 21,437 21,437 21,437 21,437 21,437 21,437 21,437 21,437 21,437 21,437
0

7,109 7,751 7,751 7,751 7,751 7,751 7,751 7,751 7,751 7,751 7,751
(2) 340,494 356,531 358,001 358,169 358,337 358,504 356,665 356,665 354,665 354,665 354,665

3,424 3,424 3,424 3,424 3,424 3,424 3,424 3,424 3,424 3,424 3,424
17,660 17,900 17,900 17,900 17,900 17,900 17,900 17,900 17,900 17,900 17,900
138 138 138 138 138 138 138 138 138 138 138

319,272 335,069 336,539 336,707 336,875 337,042 335,203 335,203 333,203 333,203 333,203
(3) 595,575 620,293 562,036 573,597 594,912 603,209 612,627 618,382 618,730 617,716 608,701
２． 107,387 81,459 76,920 72,767 69,613 66,178 63,326 60,643 58,225 55,756 53,120
(1) 82,377 76,949 72,410 68,257 65,103 61,668 58,816 56,133 53,715 51,246 48,610
(2) 25,010 4,510 4,510 4,510 4,510 4,510 4,510 4,510 4,510 4,510 4,510

(D) 1,006,651 1,032,605 970,627 978,203 996,532 1,001,562 1,007,289 1,010,360 1,007,289 1,003,807 992,156
(E) 8,349 14,395 53,965 35,724 13,187 22,357 9,141 5,218 5,419 6,048 5,531
(F)
(G) 3,371 10 10 10 10 10 10 10 10 10 10
(H) △ 3,371 △ 10 △ 10 △ 10 △ 10 △ 10 △ 10 △ 10 △ 10 △ 10 △ 10

4,978 14,385 53,955 35,714 13,177 22,347 9,131 5,208 5,409 6,038 5,521
(I) 4,978 19,363 73,318 109,032 122,209 144,556 153,688 158,896 164,305 170,344 175,864
(J) 1,656 1,656 3,128 7,274 6,139 △ 1,545 12,515 5,179 19,067 21,818 17,046

41,378 41,378 42,141 41,994 41,830 41,629 41,415 41,304 41,174 41,120 40,872
(K) 803,665 538,050 570,393 574,233 506,827 506,838 492,931 473,182 459,146 444,149 427,506

383,017 393,095 406,200 395,041 393,135 382,145 382,338 362,590 353,053 350,807 329,414
0

407,208 128,757 161,100 176,100 110,600 121,600 107,500 107,500 103,000 90,250 95,000
( I )
(A)-(B)

(L)

(M) 608,459 606,769 612,312 608,749 605,269 600,253 595,863 593,162 589,670 587,036 582,302

(N)

(O)

(P)

健 全 化 法 施 行 令 第 16 条 に よ り 算 定 し た
資 金 の 不 足 額
健 全 化 法 施 行 規 則 第 ６ 条 に 規 定 す る
解 消 可 能 資 金 不 足 額
健 全 化 法 施 行 令 第 17 条 に よ り 算 定 し た
事 業 の 規 模
健 全 化 法 第 22 条 に よ り 算 定 し た
資 金 不 足 比 率

(（N）/（P）×100)

地 方 財 政 法 施 行 令 第 15 条 第 １ 項 に よ り 算 定 し た
資 金 の 不 足 額
営 業 収 益 － 受 託 工 事 収 益 (A)-(B)
地 方 財 政 法 に よ る
資 金 不 足 の 比 率

(（L）/（M）×100)

う ち 建 設 改 良 費 分
う ち 一 時 借 入 金
う ち 未 払 金

累 積 欠 損 金 比 率 （ ×100 ）

当 年 度 純 利 益 （ 又 は 純 損 失 ） (E)+(H)
繰 越 利 益 剰 余 金 又 は 累 積 欠 損 金
流 動 資 産

う ち 未 収 金
流 動 負 債

収

益

的

収

入

特 別 損 益 (F)-(G)

材 料 費
そ の 他

減 価 償 却 費
営 業 外 費 用
支 払 利 息
そ の 他

収

益

的

収

支

支 出 計
経 常 損 益 (C)-(D)

特 別 利 益
特 別 損 失

収

益

的

支

出

営 業 費 用
職 員 給 与 費

基 本 給
退 職 給 付 費
そ の 他

経 費
動 力 費
修 繕 費

補 助 金
他 会 計 補 助 金
そ の 他 補 助 金

長 期 前 受 金 戻 入

収 入 計
そ の 他

令和９年度 令和１０年度 令和１１年度 令和１２年度

営 業 収 益
料 金 収 入
受 託 工 事 収 益
そ の 他

令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度

営 業 外 収 益
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（単位：千円）
年     度 令和２年度

区 分 （予算）

１． 624,900 316,900 355,500 393,200 261,700 262,600 242,500 243,800 222,700 194,500 210,400
1,500 1,400 1,300 1,200 1,100 1,000 900 800 700 600 500

２．
３．
４． 47,586 47,200 52,613 53,140 53,503 53,859 54,417 50,863 45,356 40,012 34,709
５．
６． 284,900 162,400 304,500 326,200 197,700 232,200 195,500 192,000 192,000 166,500 168,500
７．
８．
９． 7,615 6,500 5,000 4,500 3,000

(A) 965,001 533,000 717,613 777,040 515,903 548,659 492,417 486,663 460,056 401,012 413,609

(B)

(C) 965,001 533,000 717,613 777,040 515,903 548,659 492,417 486,663 460,056 401,012 413,609
１． 899,189 484,574 659,403 719,403 457,403 501,403 445,003 445,004 427,003 376,003 395,003

13,812 13,803 13,803 13,803 13,803 13,803 13,803 13,803 13,803 13,803 13,803
２． 383,017 393,095 406,200 395,041 393,135 382,145 382,338 362,590 353,053 350,807 329,414
３．
４．
５． 4,794 1,331 936 936 936 936 936 936 936 936 936

(D) 1,287,000 879,000 1,066,539 1,115,380 851,474 884,484 828,277 808,530 780,992 727,746 725,353

(E) 321,999 346,000 348,926 338,340 335,571 335,826 335,860 321,867 320,936 326,734 311,743

１． 309,945 326,641 294,143 300,663 312,747 317,891 323,805 327,623 329,243 329,639 323,839
２． 4,978 14,385 53,955 35,714 13,177 22,347 9,131 5,208 5,409 6,038 5,521
３．
４． 7,076 4,974 828 1,963 9,647 2,923

(F) 321,999 346,000 348,926 338,340 335,571 340,238 335,860 332,831 334,652 335,677 329,359

(G)
(H) 6,444,380 6,368,184 6,317,484 6,281,921 6,150,486 6,030,941 5,891,103 5,772,313 5,641,960 5,485,653 5,366,639

○他会計繰入金 （単位：千円）
年     度 令和２年度

区 分 （予算）

217,569 255,696 249,898 235,949 224,477 237,938 229,518 228,060 228,020 227,222 221,251
217,569 228,363 184,898 187,949 190,477 206,938 203,518 208,060 210,020 211,222 207,251

27,333 65,000 48,000 34,000 31,000 26,000 20,000 18,000 16,000 14,000
47,586 47,200 52,613 53,140 53,503 53,859 54,417 50,863 45,356 40,012 34,709
47,586 47,200 52,613 53,140 53,503 53,859 54,417 50,863 45,356 40,012 34,709

265,155 302,896 302,512 289,089 277,980 291,797 283,935 278,923 273,376 267,234 255,961

令和１２年度

収 益 的 収 支 分
う ち 基 準 内 繰 入 金
う ち 基 準 外 繰 入 金

資 本 的 収 支 分

令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和１０年度令和４年度令和３年度

う ち 基 準 内 繰 入 金
う ち 基 準 外 繰 入 金

合 計

令和１１年度

資

本

的

収

支

補  財 源 不 足 額 (E)-(F)
他 会 計 借 入 金 残 高
企 業 債 残 高

資本的収入額が資本的支出額に
不足  額           (D)-(C)
補

財

源

損 益 勘 定 留 保 資 金
利 益 剰 余 金 処 分 額
繰 越 工 事 資 金
そ の 他

計

(A)   翌年度 繰 越 
れる支出の財源充当額

純 計 (A)-(B)

資

本

的

支

出

建 設 改 良 費
う ち 職 員 給 与 費
企 業 債 償 還 金
他 会 計 長 期 借 入 返 還 金
他 会 計 へ の 支 出 金

資

本

的

収

入

そ の 他
計

他 会 計 借 入 金
国 （ 都 道 府 県 ） 補 助 金
固 定 資 産 売 却 代 金
工 事 負 担 金

計
そ の 他

令和９年度 令和１０年度 令和１１年度 令和１２年度

企 業 債
う ち 資 本 費 平 準 化 債
他 会 計 出 資 金
他 会 計 補 助 金

令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度

他 会 計 負 担 金
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4.4.投資・財政計画（収支計画）の策定にあたっての説明 
①収支計画のうち、投資についての説明 
【目標】現在稼働している下水道施設 長寿命化 図    適切 時期 施設更新等 行    

業務 効率化 図    民間委託 広域化など、経費等の節減に向けて、様々な手法を検討していきます。

   将来 更新投資 可能 限 抑制     現在 施設 適正 維持管理     投資 計画的 行 

    施設 設備 長寿命化 積極的 進    

②収支計画のうち、財源についての説明 
【目標】処理需要の減少等により使用料収入が毎年減収       将来 更新投資 係 企業債 元利

償還金 支出 見込      適正 経営  財源確保 努    

使用料収入 減少 見込   中  早期 経常収支比率 改善 向  更  経費節減 行  効率的

な経営を実施します。 

③収支計画のうち、投資以外の経費についての説明 
本市の人口減少の傾向から考えれば、処理需要 減少     避     過大 更新投資 行     

に、各下水道施設 更新      慎重 検討  施設 設備 要  経費 削減 努   。 

委託料 関    浄水センターの指定管理者制度   施設の管理運営をはじめ、各業務等 民間 委託

し、人件費等の節減を図っていきます。 

修繕費 関    施設 老朽化 伴 増加  可能性       将来 更新投資 見据     修繕

費 平準化 効率化 図    
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4.5.投資・財政計画（収支計画）に未反映の取組や今後検討予定の取
組の概要 

①投資についての検討状況等
（ ）民間 資金     等 活用（PFI・DBO の導入等） 

浄水     指定管理者制度   施設の管理運営 行  いることから 指定管理者 ノウハウ等の活用を

図ります。 

（イ）施設・設備の廃止・統合（ダウンサイジング） 

ストックマネジメント計画や事業計画などに基づいて実施計画を策定する際に検討します。 

（ ）施設 設備 合理化（       ）

ストックマネジメント計画や事業計画などに基づいて実施計画を策定する際に検討します。 

（ ）施設 設備 長寿命化等 投資 平準化

随時           計画 更新 行     施設 状況を勘案しながら最新の情報を考慮して実施しま

す。 

（オ）広域化 

現時点での導入については、考えていません。 

②財源についての検討状況等 
（ ）料金

人口の減少に伴い、使用料収入 減少 進    料金体系等 見直  検討  必要      汚水処

理水量       考慮 自己資金 不足 最小     検討       

（イ）企業債 

管路整備 施設 改築 更新に伴い、企業債 元利償還金 支出           使用料収入 見合 

   事業規模   企業債 元利償還金残高が増加しないよう事業を進めます。 

（ ）一般会計負担金

国の基準 基   該当  制度   積算  負担金を繰入れます。 

（エ）資産の有効活用等による収入増加の取組 
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現在、活用できる遊休資産はありません。 

（オ）その他の取組 

下水道施設 更新 事業 行  場合  国   交付金等 支援 可能 限 得      努  財源 

確保 行    

③投資以外の経費についての検討状況等 
（ ）委託料

浄水     指定管理者制度   施設 管理運営など、事務作業 軽減及 施設管理 効率化 努 

      事務作業 見直    効率的 運営 見込  事業 外部委託 検討 経費 節減 努    

（イ）修繕費 

安定した汚水処理 向  管路及び浄水センターの施設・設備の点検を実施し、計画的な修繕が図れるよう検

討します。 

（ ）動力費

下水道施設 適切 維持管理 努 費用 抑制 図    

（エ）職員給与費 

適正な人員配置により、引き続き、削減に努めます。 
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4.６.経営戦略の事後検証、改定等に関する事項 

①経営戦略 事後検証 改定等 関  事項    
令和２年度   公営企業会計 移行 運営 行  いますが、適宜 事後検証 更新等 行       



グラフ凡例
当該団体値（当該値）

類似団体平均値（平均値）

令和元年度全国平均

※　法適用企業と類似団体区分が同じため、収益的収支比率の類似団体平均等を表示していません。

経営比較分析表（令和元年度決算）
山形県　上山市

業務名 業種名 事業名 類似団体区分 管理者の情報 人口（人） 面積(km2) 人口密度(人/km2)

240.93 124.58 ■

資金不足比率(％) 自己資本構成比率(％) 普及率(％) 有収率(％) 1か月20ｍ
3
当たり家庭料金(円) 処理区域内人口(人) 処理区域面積(km2)

法非適用 下水道事業 公共下水道 Cc1 非設置 30,015

処理区域内人口密度(人/km2) －

- 該当数値なし 74.53 75.66 3,630 22,244 7.77 2,862.81

  本市の下水道事業は、昭和５６年の供用開始から
３８年が経過し、処理場の機器設備は老朽化が進
み、また管路延長の約４５％が建設から３０年を超
えている状況である。
　そうした状況から、以前は長寿命化計画に基づ
く、処理場、管路施設の老朽化対策を実施し、その
後、ストックマネジメント計画を策定し施設の改
築・更新を継続して実施している。
　今後も、その計画に基づく施設点検・調査から改
築・更新工事を実施し、老朽化が原因となる事故の
未然防止と改築・更新事業の実施年度の平準化によ
りコスト縮減を図っていく。

2. 老朽化の状況

全体総括

　今後、未接続世帯に対し下水道接続を依頼し、水
洗化人口の増加に努めていき、また、未接続の企業
（店舗）についても早期接続を依頼していく。
　経費回収については、おおむね安定している状況
であり、今後もより経済的で効率的な歳出運営に努
める。

【】

分析欄

1. 経営の健全性・効率性 1. 経営の健全性・効率性について

  近年、管きょ布設から３０年が経過した汚水管
きょや処理場の設備等の調査を行った結果、一部の
管路改築や処理場の設備更新が必要になり、現在、
計画的に事業を実施している。なお、処理場の機器
更新に伴い認可上の能力見直しを行ったため、施設
利用率が上昇している。
　また、下水道施設全般の通常維持管理について
は、陥没事故防止や処理不能な状況を避けるため、
新たな維持管理手法の取得や経費節減に努め実施し
ている。
　管路施設新設等工事のピークが過ぎたが処理場の
更新工事により、現在は地方債残高は微増傾向にあ
る。
　汚水処理原価は、打切決算により減少した。
　今後、各施設の維持管理費の増加と人口減に伴う
下水道料金収入の減少が予想されるため、接続率向
上の取組や施設の効率的な運用等により経営改善に
努めなければならない。

2. 老朽化の状況について
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